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政府と与党などは、2017年通常国会の参議院本会議で、法務委員会の採決を省略する極めて異例な「中間報告」

という手段を用いて、共謀罪法（改正組織犯罪処罰法）を、強行採決によって成立させました。 

私たちは、この暴挙に強く抗議し、下記の理由から「共謀罪法」の廃止を求めます。 

１. 共謀罪法は、277種類もの犯罪について、法益侵害の危険性のない「計画」（共謀）を処罰しようとするも

のであり、まさに「話し合うことが罪になる」、刑法の原則を根本から破壊する憲法違反の悪法です。 

２. 政府は、共謀罪を「テロ等準備罪」と呼び、東京オリンピック等を開催するためのテロ対策に必要だと主張

しましたが、共謀罪の対象となる277の犯罪のほとんどはテロと関係がなく、共謀罪がテロ対策だというの

はウソです。テロ対策の法制度はすでに整備されています。 

３. 共謀罪は処罰の対象をテロリストや暴力団に限定するものではなく、一般市民・団体も対象としています。

また、「計画」、「準備行為」、「組織犯罪集団」の定義はあいまいで、何が罪にあたり処罰対象となるの

か知ることもできないため、市民の自由な言論・表現・行動に萎縮効果をもたらします。 

４. 共謀罪法により、警察や検察の恣意的な判断で、政府や企業にものを言おうとする一般市民や団体が捜査対

象にされたり、プライバシーを侵害されたりする市民監視・言論弾圧の危険が現実化します。 

【請願事項】１、「共謀罪法」（改正組織犯罪処罰法）を廃止してください。 

名 前 住 所 

  

  

  

  

  

呼びかけ団体 

共謀罪ＮＯ！実行委員会 

連絡先 日本国民救援会 ☎ 0 3 ‒ 5 8 4 2 ‒ 5 8 4 2／日本民主法律家協会 ☎ 0 3 ‒ 5 3 6 7 ‒ 5 4 3 0 

集約先 日本消費者連盟 〒169‐0051 東京都新宿区西早稲田1‐9‐1 9‐2 0 7 

日本国民救援会 〒113‐0034 東京都文京区湯島2‐ 4‐  4  平和と労働センター5 F 

戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会 

連絡先 1 0 0 0人委員会 ☎ 0 3 ‒ 3 5 2 6 ‒ 2 9 2 0／９条壊すな！実行委員会 ☎ 0 3 ‒ 3 2 2 1 ‒ 4 6 6 8 

／憲法共同センター ☎ 0 3 ‒ 5 8 4 2 ‒ 5 6 1 1 

集約先 総がかり行動実行委員会 〒101‐0062 東京都千代田区神田駿河台３‒２‒ 1 1 

連合会館１Ｆ 平和フォーラム気付 

署名取り扱い団体 

※封筒に共謀罪署名と明記してください 

「共謀罪法」の廃止を求める緊急統一署名 


